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横浜市住宅用太陽光発電システム設置費補助金の財産の処分に伴う補助金の返 

  還の取り扱いについて 

 

 

 取得財産の処分により、交付した補助金を返還させる場合の返還金額については、補助

金額に当該システムの使用期間により定めた返還割合を乗じた額とする。 

 

○ 横浜市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱の規定に基づき、交付した補

助金額のうち、実績報告にある電力受給開始日から起算した期間ごとに、以下の表のと

おり返還割合を定める。（処分の承認前に当該行為が行われた場合は、その日から起算す

る。） 

当該システムの使用期間 返還の割合 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して１年に満たない場合 １００％ 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して１年以上２年未満 ９０％ 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して２年以上３年未満 ８０％ 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して３年以上４年未満 ７０％ 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して４年以上５年未満 ６０％ 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して５年以上６年未満 ５０％ 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して６年以上７年未満 ４０％ 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して７年以上８年未満 ３０％ 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して８年以上９年未満 ２０％ 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して９年以上１０年未満 １０％ 

処分の承認日が、電力受給開始日から起算して１０年以上の場合 なし 

 

 

※ 交付要綱においては、管理義務として対象システムをその法定耐用年数の期間管理し、

使用することとしており、ここで、国税庁によると太陽光発電システムの法定耐用年数

は、１７年となっている。しかしながら、主要メーカーにおける出力等のシステムの保

証期間は概ね１０年となっており、また、システム中には１０年程度で更新しなければ

ならない機器も含まれていることから、当初１０年間の善良なる管理で、当該補助金の

効果は十分発揮されていること考え、１０年以上経っての処分については補助金の返還

は求めないこととする。 


